
福井市コミュニティ助成事業（一般コミュニティ助成）補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  一般財団法人自治総合センターの助成金を原資として行うコミュ

ニティ活動に直接必要な施設又は設備の整備に対する補助金（以下「補

助金」という 。） の交付に関し、福井市補助金等交付規則（昭和４８年

福井市規則第１１号。以下「規則」という 。） に定めるほか、この要綱

の定めるところによる。  

（定義）  

第２条  この要綱において、コミュニティ組織とは、自治会、自治会連合

会等の地域に密着した団体（専ら趣味や芸術等に限定した団体は除く）

をいう。  

（対象事業）  

第３条  補助金の交付の対象は、コミュニティ組織が実施する次の事業と

する。  

（１）一般財団法人自治総合センターの当該年度コミュニティ助成事業に

採択された事業  

（２）当該補助対象事業につき国等の補助金を受けていない事業  

（補助金の金額）  

第４条  補助金の金額は、当該補助対象事業に要した経費が１，０００，

０００円以上の当該額又は２，５００，０００円のいずれか低い額（１

００，０００円未満の端数があるときは当該端数を切り捨てた額）とす

る。  

（補助金の交付申請）  

第５条  補助金の交付を受けようとするものは、コミュニティ助成事業補



助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に申

請しなければならない。  

（１）事業実施計画書・予算書（様式第２号）  

（２）コミュニティ組織であることを証する書類  

（３）申請に係る補助対象事業により整備される施設、設備等の一覧  

（４）その他市長が必要と認める書類  

（補助金の交付決定）  

第６条  市長は、前条の規定による申請（以下「交付申請」という 。） が

あったときは、一般財団法人自治総合センターの採択の状況に基づき当

該交付申請に係る書類等を審査し、補助金の交付を決定するものとする。  

２  市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、コミュニ

ティ助成事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、交付申請を

したものに通知するものとする。  

（事業の内容等の変更）  

第７条  前条第２項に規定する補助金の交付の決定を受けたコミュニティ

組織（以下「交付団体」という 。） は、交付の決定後、交付に係る補助

対象事業（以下「当該事業」という 。） の内容を変更する場合は、必要

な書類を添えてコミュニティ助成事業補助金交付変更申請書（様式第４

号）を市長に提出しなければならない。  

（表示の義務）  

第８条  交付団体は、当該事業により整備される施設、設備等に、一般財

団法人自治総合センターが別に定める表示を行わなければならない。  

（実績報告）  

第９条  交付団体は、当該事業が完了した後１５日以内に、コミュニティ

助成事業実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添付して市長に



報告するものとする。  

（１）領収書又は納品書等支払関連資料  

（２）管理運営規定  

（３）保管場所を説明した書類  

（４）整備施設・設備の購入及び宝くじ助成の広報表示が適正に行われて

いることが確認できる写真  

（５）宝くじ助成の広報表示に使用したシール、プレート等  

（６）その他市長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定）  

第１０条  市長は、交付団体から前条の規定による報告があったときは、

補助金の額を確定し、コミュニティ助成事業補助金額確定通知書（様式

第６号）により、当該交付団体に通知するものとする。  

（補助金の交付請求）  

第１１条  前条に規定する通知を受けた交付団体は、コミュニティ助成事

業補助金交付請求書（様式第７号）にコミュニティ助成事業補助金額確

定通知書の写しを添付して、市長に補助金の交付の請求をするものとす

る。  

２  市長は、特に必要があると認めたときは、申請者からの請求により補

助金を概算払により交付することができる。  

（補助金の交付）  

第１２条  市長は、前条の請求があったときは、当該請求をした交付団体

の指定する金融機関等の口座に振り込むことにより、補助金を交付する。  

（関係書類の保存）  

第１３条  交付団体は、事業の実施に関する台帳など証拠書類について、

対象事業が完了した日から５年間保存しなければならない。  



（補助金の交付決定の取り消し）  

第１４条  市長は、補助金の交付決定後、規則に定めるほか、一般財団法

人自治総合センターが当該事業の採択を取り消し又は変更したときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。  

（補助金の返還）  

第１５条  市長は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合に

おいて、補助事業の当該取り消し部分に関しすでに補助金が交付されて

いるときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。  

（ そ の 他 ）  

第 １ ６ 条  規 則 及び こ の 要 綱 に 定 める も の の ほ か 必 要な 事 項 は 、 市 長 が 別

に 定 め る 。  

附  則  

 １  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

 ２  この要綱は、令和７年３月３１日限りその効力を失う。ただし、同

日までに交付の決定がなされた補助金については、同日後もその効力

を有する。  

 ３  前項の規定にかかわらず、一般財団法人自治総合センターのコミュ

ニティ助成事業が廃止になったときには、この要綱も効力を失う。  

附  則  

 １  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則  

 １  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第２項

の改正規定は、令和４年３月３１日から施行する。 


